
 

『税制改正大綱（６）国際課税 外国子会社合算税制の見直し等』 
  

 今度の改正では、ＢＥＰＳプロジェクトの基本的考え方に基づき、外国子会社合算税制が総合的に見

直されることとなった。 

 【１】 合算対象とされる外国法人の判定方法等：トリガー税率が廃止されるほか、外国関係会社の判定

に用いる持分割合の計算法が見直される。また、資本関係はないものの実質的に支配している会社も

対象となる。 【２】 会社単位の合算課税制度：経済活動基準 （事業基準、実体基準、管理支配基準、所

在地国基準又は非関連者基準） のいずれかを満たさない外国関係会社は会社単位の合算課税の対

象とする。 【３】 受動的所得の部分合算制度：経済活動基準を全て満たす場合には、一定の要件を満た

す利子、配当、有価証券の譲渡損益等の受動的所得のみ合算課税の対象となる。なお、 【２】 【３】 とも

租税負担割合が２０％以上である外国関係会社は免除される。 【４】 特定の外国関係会社に係る会社

単位の合算課税制度：一定の要件に該当するペーパー・カンパニーや事実上のキャッシュ・ボックス、

ブラックリスト国所在の外国関係会社には会社単位の合算がなされるものの、租税負担割合が３０％以

上の場合は免除される。 

 このほか、国外財産に対する相続税等の納税義務の範囲の見直しや、仮想通貨の消費税非課税化

が盛り込まれている。 

 

『訪日外国人消費動向調査 ３兆７４７６億円で過去最高』 
         

 観光庁はこのほど、訪日外国人消費動向調査の平成２８年１０－１２月期 （速報） および平成２８年

年間値 （速報） を公表した。それによると、同１０－１２月の訪日外国人旅行消費額は８，９２２億円 （前年

同期比１．３％増） で、過去最高となった。１人当たり旅行支出は１４万７，１７５円 （同１２．２％減） だった。 

 平成２８年間値で見ると３兆７,４７６億円 （同７．８％増） で、こちらも過去最高。 

１人当たり旅行支出は１５万５，８９６円 （同１１．５％減） となった。国籍・地域別に旅

行消費額をみると、中国が１兆４，７５４億円（構成比３９．４％） と最も大きい。次い

で台湾５，２４５億円 （同１４．０％）、韓国３，５７８億円 （同９．５％）、香港２，９４７億

円 （同７．９％）、米国２，１３０億円 （同５．７％） の順となっており、これら上位５カ国

で全体の７６．５％を占めた。 

 平成２８年の訪日外国人１人当たり旅行支出における

国籍・地域別にみると、オーストラリアが最も高く（２４万７

千円）、次いで中国 （２３万２千円）、スペイン （２２万４千円）の順となった。中国

においては、１人当たり旅行支出が前年比１８．４％減少し、全国籍・地域の中

で最大の減少幅となった。 
 

      出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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